
平成２８年度第１回さいたま市がん対策推進協議会

次  第

 日時 平成２８年５月１９日（木）     

   １０時００分から１１時３０分まで 

場所 さいたま市保健所 ２階 第１研修室

１ 開  会 

２ 議  事 

（１）さいたま市がん対策推進計画の進行管理（案）について：資料１、資料２ 

（２）平成２８年度のがん対策取組について        ：資料３、資料４ 

（３）その他 

３ 閉  会 



さいたま市がん対策推進協議会委員名簿

（平成 26年 10月 1日から平成 28年 9月 30日まで）

                              平成 28年 4月 19日現在

氏  名 所  属

1 浅倉
あさくら

 英樹
ひで き

市民公募委員
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あんどう

 昭彦
あきひこ

さいたま赤十字病院 院長

3 片山
かたやま

 波路
なみ じ 社会福祉法人 さいたま市社会福祉協議会

在宅サービス課 包括・在支総合支援センター

4 國
くに

島
しま

 徳
のり

正
まさ

市民公募委員

5 窪地
くぼち

 淳
きよし

さいたま市立病院 院長

6 熊木
くまき

 孝子
こう こ

公益社団法人 埼玉県看護協会 会長

7 坂本
さかもと

 裕彦
ひろひこ

埼玉県立がんセンター 病院長

8 宗
そう

 綾子
あやこ Çava!（サヴァ）～さいたま BEC～

（患者団体）

9 中島
なかじま

 悦子
えつ こ 一般社団法人

埼玉県訪問看護ステーション協会 会長

10 中根
なかね

 朝子
あさ こ

一般社団法人 さいたま市薬剤師会 理事

11 永堀
ながほり

 昌一
しょういち

さいたま労働基準監督署 署長

12 野
の

﨑
ざき

 直子
なおこ 社会福祉法人 さいたま市社会福祉協議会

在宅サービス課長

13 服部
はっとり

 圓
まどか

さいたま商工会議所女性会 会長

14 峯
みね

 眞人
まひと さいたま市４医師会連絡協議会 議長

一般社団法人 岩槻医師会 会長

15 渡辺
わたなべ

 裕
ゆたか

さいたま市歯科医師会 会長

（五十音順、敬称略）



資料１

ベースライン 目標値

全体
（男性・女性） 79.6 下がる

男性 100.3 下がる

女性 59.9 下がる

男性 0.93 ―

女性 0.95 ―

35.1% 60%

31.1% 60%

16歳未満 29.1% 増える

40～60歳男性 21.7% 30％以上

40～60歳女性 28.2% 30％以上

56.5% 65.0%

成人男性 4.9% 2.8%以下

成人女性 19.7% 6.4%以下

40歳代
男性

8.8% 4.6%以下

50歳代
男性

10.0% 5.8%以下

20～30歳代
女性 4.6% 0.2%以下

男性 34.0% 44%

女性 29.0% 38%

男性 31.0% 41%

女性 25.6% 35%

20～64歳男性 21.8% 32%

20～64歳女性 19.9% 30%

65歳以上男性 38.1% 48%

65歳以上女性 32.9% 43%

さいたま市がん対策推進計画進行管理表（案）

２９年度～（３５年度）

○リレーフォーライフ
○ピンクリボン運動推進
○ヘルスプラン２１（第2次）
○特定健康診査（国保）
○さいたま市がん検診
○体育・保健体育の授業においてが
ん教育の実施

＊がん対策に関する講演会の開催
＊がん患者就労相談
○リレーフォーライフ
○ピンクリボン運動推進
○特定健康診査（国保）
○さいたま市がん検診

（２）目標

（３）分野別施策

　　がん予防の推進

　　　　がんに関する正しい知識の普及

２７年度 ２８年度

取組事例

○各保健センターの各種健康教室

市民

事業者

保健医療関係者

市

○リレーフォーライフ
○ピンクリボン運動推進

○リレーフォーライフ
○ピンクリボン運動推進

がんの予防と早期発見の推進（１）基本方針

生活習慣病のリスクを高
める量の飲酒をしている人

の割合

（1日当たりの純アルコー
ル摂取量  男性60g  女性

20g）

1日1時間以上歩く人の
割合

毎日、三食野菜を
食べている人の割合

主な成果・課題

２７年度 ２８年度 ２９年度～（３５年度）

運動習慣のある人の割
合（30分、週2回以上の
運動を1年以上継続して

いる人）

特定保健指導の受診率

特定健康診査の受診率

（４）評価指標

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が1日2
回以上の日がほぼ毎日の人の割合

75歳未満のがんの年齢調
整死亡率
（人口10万対）

（モニタリング ）
ＳＭＲ（標準化死亡比
全国を1としたとき）

＊・・・新規事業　○・・・継続事業
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資料１

ベースライン 目標値

行政機関 2.3% 0%

医療機関 1.2% 0%

職場 20.5% 受動喫煙のない職
場の実現

家庭 17.6% 3%

飲食店 36.8% 15%

学校 2.7%
小学校・中学校・高

校は0％
それ以外は受動喫
煙のない環境

遊技場 11.5% 減らす

成人男性 24.8% 18%

成人女性 9.3% 5%

1.5% なくす

がんの予防と早期発見の推進

　　　がん予防の推進

　　　　　受動喫煙の防止と禁煙

受動喫煙の機会を有
する人の割合

（４）評価指標 ２７年度 ２９年度～（３５年度）

２７年度 ２８年度

（３）分野別施策

成人の喫煙率

主な成果・課題

未成年者の喫煙率

２８年度

２９年度～（３５年度）

取組事例

市民

事業者

保健医療関係者

市

○ヘルスプラン２１
○各種保健事業やイベント
○禁煙治療外来の紹介、禁煙希望
者への相談支援
○学習指導要領に沿って喫煙防止
に関する健康教育

＊がん対策に関する講演会の開催
○ヘルスプラン２１
○各種保健事業やイベント
○禁煙治療外来の紹介、禁煙希望
者への相談支援
○学習指導要領に沿って喫煙防止
に関する健康教育

（１）基本方針

（２）目標

＊・・・新規事業　○・・・継続事業
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資料１

ベースライン 目標値

胃がん検診 23.9% 40％以上

肺がん検診 33.8% 40％以上

大腸がん検診 31.1% 40％以上

乳がん検診 23.6% 50％以上

子宮がん検診 30.3% 50％以上

（１）基本方針

（２）目標

（３）分野別施策

がんの予防と早期発見の推進

　　　がんの早期発見の推進

　　　　　がん検診の受診率の向上

２７年度 ２８年度 ２９年度～（３５年度）

取組事例

市民

事業者

保健医療関係者

市

＊がん対策に関する講演会の開催
○ヘルスプラン２１（第2次）
○各種保健事業やイベント
○がん検診の未受診者に対しての
受診勧奨
○さいたま市がん検診の個別検診
○リレーフォーライフ
○ピンクリボン運動推進

○ヘルスプラン２１（第2次）
○各種保健事業やイベント
○がん検診の未受診者に対しての
受診勧奨
○さいたま市がん検診の個別検診
○リレーフォーライフ
○ピンクリボン運動推進

○検診実施医療機関においての受
診勧奨、経年受診の啓発
○店頭や市民公開講座などにおい
て検診の重要性を伝える

がん検診受診率

２７年度 ２８年度 ２９年度～（３５年度）

主な成果・課題

（４）評価指標

・市民の意識改革も必要。
・被用者保険の扶養者の受診率が
低いため健保組合の協力も必要。

＊・・・新規事業　○・・・継続事業
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資料１

ベースライン 目標値

胃がん検診 79.09% 90％以上

肺がん検診 77.50% 90％以上

大腸がん検診 68.36% 90％以上

乳がん検診 90.43% 90％以上

子宮がん検診 73.20% 90％以上

がん検診精密検査受
診者の割合

主な成果・課題

（１）基本方針

（２）目標

（３）分野別施策

がんの予防と早期発見の推進

　　　がんの早期発見の推進

　　　　　がん検診の質の向上

２７年度 ２８年度 ２９年度～（３５年度）

取組事例

市民

事業者

保健医療関係者

市

○さいたま市がん検診において要精
密検査の市民に対しての受診勧奨
○国が示す指針を踏まえたさいたま
市がん検診の実施

＊がん対策に関する講演会の開催
○さいたま市がん検診において要精
密検査の市民に対しての受診勧奨
○国が示す指針を踏まえたさいたま
市がん検診の実施

２８年度 ２９年度～（３５年度）（４）評価指標 ２７年度

＊・・・新規事業　○・・・継続事業
4



資料１

ベースライン 目標値

70 ―

12.3 ―

― 増える

２８年度 ２９年度～（３５年度）

（モニタリング）
在宅療養支援診療所・病院数

（モニタリング）
がん患者の在宅看取り率

主な成果・課題

（１）基本方針

（２）目標

在宅療養を支える関係機関における研
修や会議等を開催する団体数

２７年度

（４）評価指標 ２７年度 ２８年度 ２９年度～（３５年度）

取組事例

市民

事業者

保健医療関係者

市

○がん診療連携拠点病院を中心とし
たがん医療の推進
○介護保険サービスの福祉用具貸
与(車いすや特殊寝台などについて
末期がん患者に関して、必要性が認
められれば利用可能としている)

○がん診療連携拠点病院を中心とし
たがん医療の推進
○介護保険サービスの福祉用具貸
与(車いすや特殊寝台などについて
末期がん患者に関して、必要性が認
められれば利用可能としている)

○地域連携クリティカルパスの作成
および活用
○在宅診療を支援する多職種向け
の研修会
○カンファレンスの実施による人材
育成

○地域連携クリティカルパスの作成
および活用
○在宅診療を支援する多職種向け
の研修会
○カンファレンスの実施による人材
育成

（３）分野別施策

がん医療の充実と療養生活の質の向上

　　がん医療の充実と療養生活の質の向上

　　　　　在宅医療の推進

・地域連携クリティカルパスを受け入
れる医療機関が少ない
・研修会に関して地域医療従事者の
参加者が少ない。

＊・・・新規事業　○・・・継続事業
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資料１

ベースライン 目標値

― 増える

主な成果・課題

・院内で緩和ケアチームが活動し
ているが、他の業務と兼務である
ため専従者を確保できていない。
・緩和ケアの利用希望者は増加傾
向にいあるが看護師不足が深刻。

（１）基本方針

院外における活動を実施する緩和ケア
チーム数

２９年度～（３５年度）

取組事例

市民

事業者

保健医療関係者

市

○がん患者への精神的緩和を図る
レスパイト入院の受け入れ
○研修会の開催、受講
○退院調整会議の実施

○セカンドオピニオン、ペインクリニッ
ク等を提供している医療機関や緩和
ケアに関する情報を専用ウェブを通
じて提供

＊緩和ケア研修会や多職種合同研
修会の開催
○セカンドオピニオン、ペインクリニッ
ク等を提供している医療機関や緩和
ケアに関する情報を専用ウェブを通
じて提供

（４）評価指標 ２７年度 ２８年度

がん医療の充実と療養生活の質の向上

　　がん医療の充実と療養生活の質の向上

　　     緩和ケアの充実

２７年度 ２８年度 ２９年度～（３５年度）

（３）分野別施策

（２）目標

＊・・・新規事業　○・・・継続事業
6



資料１

ベースライン 目標値

― 実施する

(4)評価指標

地域（全国）がん登録により明らかに
なった罹患率及び生存率等の情報提供

の実施状況

（１）基本方針 がん患者等の支援の充実

（２）目標 　　がん患者の状況に応じた支援体制の充実

（３）分野別施策 　　　　相談支援体制の活用

２７年度 ２８年度 ２９年度～（３５年度）

主な成果・課題

取組事例

市民

事業者

保健医療関係者

市

○がん診療連携拠点病院等による
小講義、情報交換、意見交換等

○がん診療連携拠点病院等による
小講義、情報交換、意見交換等

＊がん対策に関する講演会の開催
＊がん患者就労相談

○患者会による勉強会、情報交換
会、ニュースレター発行等
○がん哲学外来

○患者会による勉強会、情報交換
会、ニュースレター発行等
○がん哲学外来

２７年度 ２８年度 ２９年度～（３５年度）

・地域に向けた緩和ケア活動をどの
ように取り入れるかが課題。

＊・・・新規事業　○・・・継続事業
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資料１

ベースライン 目標値

2834 増える

― 実施する

（１）基本方針 がん患者等の支援の充実

（２）目標 　　がん患者の状況に応じた支援体制の充実

市

○市ウェブサイトを通じた情報提供 ＊がん対策に関する講演会の開催
＊がん患者就労相談
＊埼玉産業保健総合支援センターと
のがん患者の就労相談
○市ウェブサイトを通じた情報提供

○市民活動団体とさいたま市が協働
した闘病記のリスト作成
○がん哲学外来

○がん哲学外来

地域（全国）がん登録により明らかに
なった罹患率及び生存率等の情報提供

の実施状況

主な成果・課題

取組事例

市ウェブサイト内の「がんに関する情
報」のアクセス数

（４）評価指標 ２７年度 ２８年度 ２９年度～（３５年度）

　　　　情報提供の充実

２７年度 ２８年度 ２９年度～（３５年度）

（３）分野別施策

市民

事業者

保健医療関係者

＊・・・新規事業　○・・・継続事業
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資料１

ベースライン 目標値

― 増える

（２）目標 　　　働く世代へのがん対策の充実

（３）分野別施策 　　　　　市内事業所等との連携によるがん対策の充実

主な成果・課題

２７年度 ２８年度 ２９年度～（３５年度）

取組事例

市民

事業者

保健医療関係者

○がん診療連携病院にてがん相談
支援センターの設置、情報交換の場
などの提供

○がん診療連携病院にてがん相談
支援センターの設置、情報交換の場
などの提供

市

○がん相談支援センター、患者サロ
ンの本市ウェブサイトを通じての情報
提供

＊がん対策に関する講演会の開催
＊がん患者就労相談
＊埼玉産業保健総合支援センターと
のがん患者の就労相談
○がん相談支援センター、患者サロ
ンの本市ウェブサイトを通じての情報
提供

（４）評価指標 ２７年度 ２８年度 ２９年度～（３５年度）

事業所・従業員への相談支援窓口の案
内の機会

（１）基本方針 がん患者等の支援の充実

＊・・・新規事業　○・・・継続事業
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各団体取組シート（案） 資料２

                    年度分平成　　　　　　　年度分

１　がんに関する正しい知識の普及

２　受動喫煙の防止と禁煙

３　がん検診の受診率の向上

４　がん検診の質の向上

５　在宅医療の推進

６　緩和ケアの充実

７　相談支援体制の活用

８　情報提供の充実

９　市内事業所等との連携によるがん対策の充実

単年度事業・継続事業（該当する数字に○）

１　単年度事業

２　継続事業

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

団体名：

　取組の成果

　事業の対象者

　事業を展開する上で協働した課所、機関、団体

　取組の内容
分野別の目標

対象者
（該当する数字に○）

　事業名

分
野
別
の
目
標

（
参
考

）

事業の目標



各団体取組シート（案）　記入例 資料２

平成○○年度分

１　がんに関する正しい知識の普及

２　受動喫煙の防止と禁煙

３　がん検診の受診率の向上

４　がん検診の質の向上

５　在宅医療の推進

６　緩和ケアの充実

７　相談支援体制の活用

８　情報提供の充実

９　市内事業所等との連携によるがん対策の充実

単年度事業・継続事業（該当する数字に○）

１　単年度事業

２　継続事業

定期健康診断 1 2 3 4 5 6 7 8 9 役職員・パート

被扶養者健診 1 2 3 4 5 6 7 8 9 40歳以上の被扶養者

産業医による個別健康教育 1 2 3 4 5 6 7 8 9
定期健診によりハイリスク者と診断され
た役職員

会報誌へのがん検診受診勧奨記事の掲載 1 2 3 4 5 6 7 8 9 正組合員・女性部員

人間ドックの受診費用助成 1 2 3 4 5 6 7 8 9 正組合員

会館の分煙コーナー設置 1 2 3 4 5 6 7 8 9 会館を利用する職員、来館者

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

・分煙コーナーを設置したことにより、非喫煙者の副流煙の健康被害を減らすことができた。

団体名：○○団体

・健診医から必要性があると思われる組合員に対し、がん検診の受診勧奨を行い、それがきっかけとな
り、受診につながったケースがあった。

　取組の成果

　事業名

分
野
別
の
目
標

（
参
考

）

事業の目標

　事業の対象者

①がん検診受診の勧奨
②会館の分煙コーナー設置

①組合員ががん検診を受け、早期発見を図ることで早
期治療に結びつける。

②受動喫煙の機会を減らし、がんの発生リスクを下げ
る。

　事業を展開する上で協働した課所、機関、団体

産業医、○○健康保険組合、○○市△課

団体に所属する組合員、扶養家族、パート従業員

分野別の目標

（該当する数字に○）
　取組の内容 対象者



がん対策に係る講演会について（案）

１ 目的

 （１）市内事業所関係者が、さいたま市がん対策推進計画において、「市内事業所等

との連携によるがん対策の推進」が重点的な取組に掲げられていることを知る。

 （２）市内事業所関係者が、従業員ががんになった際に、事業所として対応できるこ

と、相談する窓口等の情報を入手することができる。

２ 日時

 平成２８年８月２４日（水）１４：００～１６：０５

（１３：３０開場 １４：００開演）

３ 会場

 浦和コミュニティセンター 第１５集会室

４ 対象者

 市内事業所関係者 １２０人

５ 構成案

 （１）さいたま市がん対策推進計画について説明  

 （２）がん患者の治療と仕事の両立に向けた支援に関する基調講演

 （３）パネルディスカッション  

６ 広報

（１） 市ＷＥＢサイト

（２） チラシ配布

（３） 協賛機関から事業者宛てのチラシ郵送

（４） 会報誌への記事掲載

７ 申し込み期限及び方法

  平成２８年７月２９日（金）までに FAXおよび葉書にて健康増進課宛てに
申し込み

資料３



さいたま市がん患者就労相談について（案）

１ 背景

 国民の約２人に１人はがんになり、またがん患者の約３人に１人は就労可能年齢で

罹患していると言われていることから、がんと診断された後のその人の生き方を考え

るうえで治療と仕事の両立の問題は避けて通ることができない問題である。

厚生労働省の研究によると、働いているがん患者の約３４％が、がんと診断された

後に退職を余儀なくされている状況であるが、近年の医療の進歩により５年相対生存

率が上昇している今日、がんになってもがん患者が自分らしく尊厳をもって生きるた

めには、仕事を続けるという選択がより可能となるような環境を整備することが望ま

れている。

また、この考え方は、患者本人だけでなく、看護にあたる家族にもあてはまるもの

である。

２ 目的

がん患者及びその看護にあたる家族が、がんと診断されても仕事を続けることがで

きるよう、仕事と治療の両立に向けた必要な相談支援を行う。

３ 概要

 治療と仕事の両立に向けた相談への対応を行う。

 相談内容例）・就労相談

・仕事と治療の両立に向けた事業所の制度の利用方法について

        ・人事・労務担当者への相談の仕方について

       ・治療や休職の際に利用できる保険・手当金・給付金等について

４ 会場

  さいたま市立病院（さいたま市緑区三室２４６０番地）内のがん相談支援センター

５ 従事者

  大宮ハローワーク職員、社会保険労務士、さいたま市立病院職員等

６ 対象者

  さいたま市立病院に受診しているがん患者および家族

７ 予約方法

 相談を希望する患者または家族がさいたま市立病院の代表電話に電話

８ 頻度

  平成２８年７月より月１回を予定。

  具体的な日時は今後調整予定であるが、相談者１人に対し相談４５分、記録１５分

の１時間を１単位とし、１回につき３人の相談対応をする。

９ 広報

  さいたま市立病院の主治医またはがん認定看護師からの案内

  さいたま市立病院内にチラシ設置

資料４



役職 氏名

部長 篠葉　佳昭

所長 西田　道弘

課長補佐兼係長 石渡　友邦

主査 中島　里奈

課長補佐兼係長 中原　潤也

主任指導主事兼係長 紺野　雅弘

主事 久保田　和子

所長補佐兼係長 江川　美江

課長 大沢　教男

係長 田中　聡

課長 小林　裕子

主事 本山　祐太

課長 今野　弘美

参与 山田　和義

係長 橋詰　美加

主任 伴田　さち

主事 島田　拓

平成28年度第1回さいたま市がん対策推進協議会
関係課職員名簿

所属

保健部

保健所

介護保険課

地域医療課

地域保健支援課

健康増進課

いきいき長寿推進課

労働政策課

教育委員会　指導1課

教育委員会　健康教育課

桜区保健センター

市立病院　庶務課



正誤表

さいたま市がん対策推進計画（平成 28年度～平成 35年度）

下記ページに記載漏れがありました。お詫びして訂正させていただきます。

さいたま市

【誤】① 30ページ 図 24 埼玉県内におけるがん診療連携拠点病院等の指定状況 

   ② 31ページ 8行目 2か所の埼玉県がん診療指定病院等

【正】①

② ３か所の埼玉県がん診療指定病院等

さいたま市民医療センター 



平成28年度以降のがん対策推進計画の進行管理スケジュール（PDCAサイクル）（案）

A 各団体・各課 

D 各団体・各課 

A 各団体・各課 

D 各団体・各課 

5月頃  第 1回がん対策推進協議会
（各団体・各課の現年度の取組予定について確認・検討）

2～3月 各団体・各課

資料２（案）の取組事例シートを記入する 

○現年度の実績 

○来年度の予定 

（健康増進課） 

協議会資料としてまとめる 

１月頃  第 2回がん対策推進協議会
各団体・各課の現年度実績について確認

＝次年度により効果的に実施するための情報交換

P C

C


